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はじめに

授業研究では，研究対象に小，中，高校生が選

ばれることが多いが，本研究は大学生を対象とし，

教職専門科目「教育心理学」の一般講義をするな

かで，日常的に可能な範囲内で講義（授業）の効

果を分析的に究明しようとした。著者自身の講義

の効果研究の成果を出発点にして，更に小，中，

高校生の授業研究に反映，発展させることを意図

した。

一般に教育学部の教職科目は必修科目となって

おり，受講生は多くいわゆるマンモス一斉授業の

形態にならざるを得ない。このような悪条件のな

かで，講義の目標がどの程度まで達成したのかを

確認することは，興味，関心を抱きながらも必ず

しも容易なことではない。ここでは，提示教材に

映像（TV）教材を用いることにより，講義で不

足するもの欠けている側面を補うことにより，初

期の講義（授業）目標にどれ程接近し得たかを分

析的に検討してみたので報告したい。

目的

教職専門「教育心理学」の受講生は高校まで教

科としてはこの科目を学習していないのが普通で

ある。そこで講義目標は，発達及び学習心理学の

基礎知識，概念，技能について学生が習得するこ

とが大前提になる。これらの領域のこれまでの研

究成果を獲得し，それらの成果にもとづいて，教

育上の問題，例えば，知能，知的早教育などにつ

いて，主体的な判断，思考，意見，態度を形成し

ていくことが期待されるし，同時に講義の目標に

もなっている。

入学時までは，新聞，雑誌，テレビ，ラジオ等

のマスコミ情報，教師，社会人，家族，友人など

のノ1－ソナルコミュニケーションを通じて形成さ

れた，前述した「知能」「知的早教育」に対する

意見，態度，既成概念などは受験体制下の種々の

幣害に対．しての批判，評論による影響を受けて，

現在までの発達，学習に関する研究成果にもとづ

いて主体的に確立されたものでない場合が多い。
その例として，「知能は知能指数（IQ）」と思

い込んでいたり，「知的教育は知識偏重の詰め込み

教育である」と信じたりしている学生がかなりい

ることなどがあげられよう。

このように，これらに対する意見，態度はかな

り強固に否定的方向性を持っているので，これら

の既成概念（意見，態度）を一度崩して，ありの

ままの研究成果から導かれる概念を提示し獲得す

ることによって概念（意見，態度）の変容を起こ

すことが出来るかどうかを検討することを目的と

した。当初，映像教材（TV）を用いたが意見変

容効果が著しい教材が見出されたので，被験対象

を変えたり，提示教材を変えたり，いろいろ工夫

して更に発展させていった。
仮説：歪められた知能観，発達観から出てくる

意見，態度はとくに，知能，知的早教育に対する

意見は学習・発達心理学の研究成果を具示するこ

とによって変容，変更が生ずるであろう。変容の

方向は否定的から肯定的方向に生ずるだろう。



手続き  

調査対象，提示数材，調査時期，測定法などの  

実験計画ほ表1の通りであった。  

表1 実験計画  

リントを読んだあとの……という設問を加えた。  

意見の変った人にも，変らなかった人にもその理  

由をたずねた。2回目（事後）では更に，意見変  

容に最も影響した人物と内容について記入して貰  

った。TVに登場する7人の研究者名と主な内容  

を列記しておいた。   

提示映像教材（TV）：lt幼児教育への提言”  

NHK教育テレビ，1973年5月放映，餌分，海  

外取材班制作，  

人  物  主 内 苓  

プノレーナー（米）認知発達，0才児のオモ  

チャ  

プラウディ（英）早期教育，インファント  

スクール，母親教育  

リッケルト（西独）知能の発達曲線，教育  

の適期  

ザボロージュツ（ソ）知育への積極的働き  

かけ，バランスのとれた  

発達  

波多野完治（日）日本の狭い知能観，幼児  

教育への偏見  

ディニィ＆ピアジェ（スイス）広い概念の  

知能発達観，適応観  

ムーア （米） 応答的環境，トーキング  

タイプライター  

群 対象n】事前調査 教材  n2 事後調査 n3  

（1）回目  提示 直後（2）6か月後（3）  

Ⅰ学生 162（人）TV．L l15（人）  －  

Ⅱ 学生  30  TV．L  30  30  

現職教員50  TV．L  50  50  

Ⅲ 学生  30  テープ L 30   

学生  30  プリントL 30   

TV：提示映像教材（VTR）  L：講義 導入   

程度 30分， テープ：TVの音声のみTRにて提   

示  プリント：印刷プリント教材  

調査法：事前（1回目），事後（2回目），6か月  

後（3回目），質問紙法   

調査票：意見尺度 5段階評定法。次に示す。   

教示内容：「子どもたちの知的教育をもっと早  

くすべきだという意見と，早すぎるのはよくない  

という意見があります。この点について現在のあ  

なたのど意見をおきかせ下さい。」  

1．あなたのど意見は次のどれになりますか。  

a，b，C，d．eのどれか1つに○をつけて下  

さい。  

a  b  c  d  e   

結  果  

Ⅰ群は教職専門の普通講義における調査であっ  

たが，直後効果（2回目）は統計的にも有意差を  

示し（P＜0．05，ズ2検定），意見変容が認められた。  

図1参照   

このような講義での調査は学生（受講生）数が  

浮動するので，事前調査時（1回目）に比べ減少  

している。仮説は各評定項目の分布は事前（1回  

目）と事後（2回目）においても同じで差がない  

という帰無仮説を立てたが，検定によってこの仮  

説は棄却され，有意差が認められたことになる。   

早めるこ どちらか どちらと どちらか 早めるこ  
とに全く  といえば も言えな と言えは とに全く   
賛成  賛成  い  反対  反対  

2．あなたのど意見についてその理由をお知ら  

せ下さい。  

1回目（事前）と3回目（6か月後）は同じ調  

査票を用いた。2回目（事後）は，Ⅰ，Ⅱ群では，  

テレビを見たあとのあなたのど意見をお聞かせく  

ださい，Ⅲ群では，テープを聞いたあとの…‥プ  

2  



学生，現職教員ともにⅠ群と同じような有意な  

変容効果が現われ，持続性のある長期にわたる変  

容効果を示した。図にも現われているが，特定の  

価値への方向性，ここでは賛成方向への一一致性が  

あり，同時に持続性を有するという事実から単に  

意見変容というよりは態度変容が成立したと言え  

よう。（Behavior Modification）  

図2－2  

腋群 現職（n＝50）  
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全く  賛成 どちらと 反対 全く  

賛成  も言えな  反対  
い  

Ⅱ群では，欠席者による受講生の増減が考慮さ  

れるので，特定の対象，学生30名，現職教員50名  

の協力を得て，更に意見変容が一時的なものか持  

続性を持つものなのかどうか6カ月後（3回目）  

に再度調査し検討してみた。   

これは同時に対象を学生と現職教員に拡げて，  

対象が変った場合でも意見変容の持続的効果が現  

われるか否かの検討にもなっている。図2に示す  

ような結果が得られた。  

（ 人  

＼JlO  

a  b c d e  

学生では分布の山は賛成方向へ順次顔行してい  

るのが判るし，現職では同様，賛成方向へ移行す  

る上，3回目でほ山形分布は消え，右側分布にな  

って，賛成方向への強い変容が生じたことを示し  

ている。現職教員はたまたま通年で開催された講  

習会に参加している人達に協力して貨ったが，そ  

の間の講義，あるいはその他のパーソナルコミュ  

ニケーションの効果も加算されているのかも知れ  

ない。   

Ⅲ群では，テレビ教材の音声のみを録音して講  

義時間内に流して聞かせたが，それでも変容効果  

が生じたことが図3で明らかである。Ⅲ群ではい  

ろいろな教材をとりあげ変容効果を比較検討しよ  

うとした。   

音声テープでも変容効果は認められるが，Ⅰ，  

Ⅱ群の分布型と比べれば著しい変化ではないこと  

が判るだろう。更にプリント記録になると有意差  

はなく，プリントメディアに弱い世代だからなの  

か，黙読する時間が足りなかったからなのか，映  

像，音声ともにないため具体性に欠けるので意見   
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変容効果が現われなかったのか，などの理由が考  

えられる。  

それ程著しくない。いずれも持続性という面から  

追跡調査が行われればプロセスや面白い結果が判  

明するのではないかと予想される。  

意見変容過程の分析的考案  

軋群の学生（30名）を対象に意見変容過程の分  

析を質的，量的両面から行った。1回目から3回  

目までの変容パターンによる類型化が可能である。  

図4はn＝30の全学生を線で結んで示したもので  

ある。次の10通りのパターンが見出せた。  

パターン1 反対  

パターン2 反対  

パターン3 反対  

パターン4 反対  

パターン5 反対  

パターン6 反対  

パターン7 中立  

パターン8 中立  

パターン9 中立  

パターン10 中立  

→中立→賛成 10  

→反対→賛成  

t＞中立→中立  

→賛成－－→賛成  

→中立→反対  

→反対→反対  

→中立一→中立  

→中立→賛成  

→賛成－→賛成  

→賛成→－＞中立  
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a  b c  d  e  

a  b c  d  e  

テレビ映像教材と同じ変容効果をあげるには普  

通の板書，∵斉授業，補助印刷教材使用の講義形  

態だと3回以上の議義回数が必要となる。1回約  

100分授業として計算する。   

基本的にほ従来の講義形態が出発点になってい  

て，意図した概念の獲得，意見変容，態度変容，  

更に欲張って行動変容までが，時間（講義回数），  

持続性，メディアの効果，対象の特性，準備のし  

易さなどの視点から有効に生起するか否かを検討  

するのが本研究の目的であった。   

従って，他の教材，メディアの比較検討，講義  

形態の工夫などいろいろ予想されるが，アプリオ  

リに効果の期待出来ないものは除外した。   

なお，プリント記録による場合，時間をかけれ  

ば変容効果が出るのかどうか，音テープの場合，  

変容効果は認められているが，分布型を見る限り  

図4 意見変容過程の分析  
1回目（直前）  2何日（直後）  3回目（6カ月後）  

11〉   

4  



らよいか困った。私達の子供の頃には，たいして  

問題はなかったのであるが∴現実の問題で果して  

昔のままでよいのだろうか。以前は早期教育に対  

して反対していたが，現実の問題としてそう言え  

ない様な気がした。……早期教育に対してはどち  

らかといえば賛成であるが，やはりそこで大切な  

人間性を失わない様な教育が望まれる……」とい  

うように変化した。まず消極的不一致変化が2回  

目に生じ，賛成の方向に一致変化が進んだとみら  

れる。3回目までの期間に，講義，集団討論，学  

習，映像教材（映画，スライド，TV etc）など  

も追加されていった。   

このパターンに準ずるものには，パターン3と  

4があげられる。パターン2は映像教材の直接的  

効果というよりは，6カ月問の他のものの影響を  

受けたと考えられる。これと同じパターンを探せ  

ば，パターン8も入ろう。テレビ教材の意見変容  

効果という点から見れば，パターン1と類同のも  

のとしてパターン9を考えることが出来よう。   

パターン6とパターン7はテレビ教材の効果か  

ら見れば，効果（変容）なしで同パターンと考え  

られるが方向が異なる。   

反対→反対→反対のパターン6の例 S4「人間  

をいつから教育したらよいか科学的なことはまっ  

たく無知に近くてわからないが，現代社会をみて  

いて子供達，そして我々にもこの高度経済成長の  

流れにおしつぶされるように，競争の教育の中に  

生かされているように思う。もっとのびのびと人  

間として人間らしく生きる為の教育が必要である  

…‥反対理由…・‥ 」1回目，「このテレビの中で，  

幼児の知的発達は家庭における環境がしっかりと  

していれば順調に発達する。貧乏であるとおくれ  

るからもっと幼児教育をてっていすべきと主張し  

ていましたが，これは，私が考えるに，福祉のゆ  

きとどかない所を，教育に依存し幼児を苦しめて  

いるように思うのです。＝…・」2回目，「…‥反対  

の理由は前と同じ感じです。新聞，テレビでは早  

くからはじめてこういう効果があるというのが多   

理論的に組み合わせパターンは125通り考えら  

れるが，学生の場合とくに長い受験休制下にあり，  

進学競争にかかわってきていたのか反対あるいは  

中立（保留）であった。大きく反対，中立，賛成  

に分けて組み合わせると27通りのパターンが予想  

されるが，実際には10通りにとどまった。   

主だったパターンについて質的吟味を本人の記  

載になる理由から分析してみると次のような事実  

が明らかになった。   

パターン1 最も多くの学生がこのパターンに  

入った。映像（TV）による世界的に発達・学習  

研究分野の代表的研究者の研究成果とその実践を  

見ることによって，それまでの幼児の早期教育に  

対しての先入観が崩され，明らかになった事実を  

一応は受入れてはいるものの，反対意見から直ぐ  

に賛成意見に急転回出来ずに中立にとどまってい  

るのである。その間の葛藤する状態が次のような  

文章で表わされている。 S】、「テレビを観て，な  

るはどと思う点があり，いくらか早期教育につい  

ての考え方も違った様な気がする。早期教育とい  

うものに対して，すぐ字を読み書くということだ  

けに先入観をもっていたことが恥しい様な気がす  

る。賛成の方に傾く感じだが，何か，苦からの自  

分の生活をふり返ったとき，まだはっきり賛成と  

いえないのである。……」 S℡．「幼児発達からみ  

ると，早期知的教育の必要性は理解できるのです  

が，現実の教育体制からして，はやい時期にしゃ  

にむになんでも教えてゆこうとする基本的考え尤  

物の見方を教えているのではないので早期教育は  

いいともわるいとも言えない気がします。……日  

本では「知的教育」の意味するものを正しくとら  

えていない気がします。……」 S3．ト…‥教育マ  

マ■と言われるような母親像が出ている中で行って  

も，やはり教育に対して理解しないかぎりむずか  

しいと思う。‥t・t・」   

6カ月後（3回目）にはSlは「ある母親から／ト  

学校に入るまで名前を書ける方がいいでしょうか  

と質問された。非常に切実な問題で何と返答した  



い為そうなのかとも思います。しかし，その結果  

はあくまで子供の発達段階の一過程において良か  

っ撃という結果であり，私はその子供が大きくな  

った時，人間全体としてみた時，どこかかけたも  

のがでてくるように思います。……」，3回目，が  

反対理由として記述されていた。集団討論でもS。  

はなかなかの論を展開し終始一貫した反対論を主  

張していた。S4に対する質問としては，人間とし  

て人間らしく生きるとはどういう意味か概念規定  

を求められたり，福祉がゆきとどけば子供は自然  

に発達・学習するのか，人間全体として欠けたと  

ころのない人とはどんな人か，などがあり，今後  

われわれ大人達が取り組むべき課題，方法，など  

へ論義が発展していった。   

人間の進化と未来について論及されると同時に  

人間とは何かといった人間論に発展し，そこから  

逆に戻って知的早教育が検討されるようになった。   

パターン5と10は各国毎に不一致変化し元に戻  

ってしまった例であるが，反対→中立→反対のパ  

ターン5のS5は「一般に教育と言えば母親達は学  

校教育，幼児教育（幼稚園）のことのみを考えて  

いるため，そのようなかたよった考え方の中で早  

くするという考えにすれば，母親達はすぐ施設教  

育に依存し，自分達は子供を育てられない母親に  

なる可能性がある。もっと前段階において，母親  

の間で教育の本質を認識し，意志統一してから，  

それから考えるペきであると思う…t‥」1回目，  

「今のテレビで何故幼児に知的教育をすべきかと  

いう理由もわかった。色々な実験や調査によって  

も幼児が私達の考えている以上に能力があるのだ  

ということも知った。……しかしながら今の日本  

の社会また教育施設，あるいは方法を考えてみる  

と，はたして他の国と同じような教育でやってい  

けるのだろうか疑問である。教育ママと言われる  

ような母親像が出ている中で行っても，やはり教  

育に対して理解しないかぎりむずかしいと思う。  

つまり幼児教育を早くすることは賛成であるが，  

はたして今の日本で，となると疑問です。」2回目，  

「今の日本の教育のあり方から（教育に対する大  

人の考え方）みると賛成できない。その前に，母  

親の教育に対する考え方をこれから考えていかな  

ければならないのではないか。最近子供の自殺が  

ふえたりしているのもまちがった教育のひずみで  

はないか。」3回目，というような変容過程を経て  

元の意見に戻づている。  

考 察 と 緒 語  

意見変容に及ばす映像教材（TV）の効果につ  

いては，実際にいろいろな被験対象に調査したが  

テレビ教材の知的早教育に対する意見変容が生じ  

て，全体的傾向としては従来の知能観が変わった  

り，知的単数育に対する否定的意見から肯定的方  

向に変化が見られた。統計的検定によっても，仮  

説は棄却され有意差のあることが示された。   

更に，変容後の6か月後に行った調査でも方向  

性についての持続性，一貫性が見られ，変容の程  

度も肯定的方向により進み一層強化されたケース  

が多く認められた。   

頭初，意見変容の方向性，持続性，強化程度に  

まで効果が出るか疑問視されていたので，意見変  

容効果としたが，この調査結果から態度変容効果  

があったとも言えるのではないかと思われる。   

態度変容に関する研究は原同相（2）水原13〉の要約  

が公表されているが，それらを参照して概括して  

おこう。いずれも実験社会心理学の研究成果につ  

いての報告，要約であるが，この映像教材（TV）  

の意見（態度）変容効果に及ぼす要因の作用につ  

いての分析は，対象の特性と変容効果の関係を変  

容を起こし易いものとしてのテレビ教材の特性と  

いう観点から行えば，およそ次のようになる。  

1．対象が不明瞭であればあるはど意見が変容  

し易い。知能とか知的早教育についての概念はマ  

スコミや評論で一般に扱われているものが定着し  

ていて，科学的研究成果，学術的定義による概念  

によって認知され，構成されているわけではない。  
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出来ないし，研究者も自分の研究の範囲内でしか  

言えないから…‥・」と記述している。   

一応，仮説の意見変容効果は評定尺度上は生じ  

ているが，発達に対する認識，教育体制の現実認  

識の広さ，深さによって変容の効果は態度変容ま  

でに至らず，意見変容効果にとどまっているもの  

と考えられる。更に，行動変容までとなるとテレ  

ビ映像教材と講義だけでは期待出来ない。子供と  

直接触れ合う実習の段階になれば行動変容が起こ  

る可能性もあるだろうが，多田（4）その他の研究者  

の報告をみてもこのことは裏付けられる。   

態度変容の研究となれば，価値，コミュニケー  

ション，集団力学，認知構造などの多次元，構造  

的把握がなされなければならないが，今回は，日  

常的大学の講義のなかで比較的負担にならない範  

囲内で，テレビ映像教材の意見変容効果を評定尺  

度のう欠尺度と理由の内容分析で質的・量的検討  

を最少限で行った。   

なお，本研究は放送文化基金の助成（「児童の  

テレビ視聴態度に関する総合的研究」昭和51年，  

52年度代表石川桂司）を受けた研究の一部である。  

記して謝意を表する。  
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